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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第49期中 第50期中 第51期中 第49期 第50期

会計期間

自令和３年
２月１日
至令和３年
７月31日

自令和４年
２月１日
至令和４年
７月31日

自令和５年
２月１日
至令和５年
７月31日

自令和３年
２月１日
至令和４年
１月31日

自令和４年
２月１日
至令和５年
１月31日

売上高 （千円） 129,185 135,860 141,033 255,464 280,355

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） 96 △2,464 △1,853 1,694 14,193

当期純利益又は中間純損失

（△）
（千円） △424 △2,124 △1,718 272 9,801

持分法を適用した場合の投

資利益
（千円） - - - - -

資本金 （千円） 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000

発行済株式総数 （株） 44,440 44,440 44,440 44,440 44,440

純資産額 （千円） 1,823,810 1,822,381 1,832,589 1,824,506 1,834,308

総資産額 （千円） 1,868,199 1,859,231 1,873,202 1,841,006 1,862,241

１株当たり純資産額 （円） 41,039.84 41,007.69 41,237.39 41,055.51 41,276.07

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり中間純損失

金額（△）

（円） △9.55 △47.82 △38.68 6.12 220.56

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
（円） - - - - -

１株当たり配当額 （円） - - - - -

自己資本比率 （％） 97.6 98.0 97.8 99.1 98.5

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 31,597 20,269 15,755 28,933 39,902

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △10,249 △7,624 △12,525 △17,091 △19,789

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） - - - - -

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高
（千円） 85,414 88,555 99,252 75,909 96,021

従業員数
（人）

18 21 21 22 21

［外、平均臨時雇用者数］ [3] [3] [3] [3] [3]

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」につ

いては、記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、第49期中、第50期中、第51期中は１株当たり中間純

損失金額であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第49期、第50期の潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 令和２年３月31日）等を第50期の期首から適用して

おり、第50期中及び第50期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等

となっております。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が経営する事業の内容について重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　関係会社に該当する会社はありません。

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

令和５年７月31日現在
 

従業員数（人） 21(3)

　（注）１.従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。

　　　　２.当社は、ゴルフ場の経営及びこれに付帯する事業を営む、単一セグメントであるため、従業員数はセグメン

ト情報に関連付けて記載しておりません。

(2）労働組合の状況

　当社には労働組合はありません。なお、労使関係については特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　（1）経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

 当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等若しくは経営上の目標の達成状況を判断

するための客観的な指標等に重要な変更はありません。

また、新たに定めた経営方針・経営戦略等若しくは指標等はありません。

 

　（2）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要な変更はあり

ません。

　また、新たに生じた事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

 

２【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

１ 経営成績等の状況の概要

(1)財政状態及び経営成績の状況

　当中間会計期間（第51期中）における我が国経済は、終わりの見えないロシアによるウクライナ侵攻等に反応し

た世界情勢の不安定化や円安等によるエネルギー価格と食糧価格の高騰の影響により、個人消費の回復が遅れ、景

気の本格回復には至っておりません。

　ゴルフ業界におきましては、新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行され行動制限が解除されたことによ

りゴルフ以外のレジャー等の活動が再開され、来場者数の減少が懸念されましたが、ほぼ昨年並みで推移しており

ます。

　このような諸情勢の中、当社におきましては、ビジター料金を改定したものの、週末に雨の日が多く、来場者が

減少したことが、当中間会計期間の収支実績に影響を及ぼしました。

　この結果、当中間会計期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

ａ．財政状態

　当中間会計期間の資産合計は、前事業年度末に比べ10,960千円増加し、1,873,202千円となりました。

　当中間会計期間の負債合計は、前事業年度末に比べ12,679千円増加し、40,612千円となりました。

　当中間会計期間の純資産合計は、前事業年度末に比べ1,718千円減少し、1,832,589千円となりました。

ｂ．経営成績

　当中間会計期間の経営成績は、来場者数19,209人、売上高141,033千円で、前中間会計期間に比べ、それぞれ179

人減（0.9%減）、5,172千円増(3.8%増)との結果となり、経常損益では経常損失1,853千円(前年同期は経常損失

2,464千円)、中間純損益では、中間純損失1,718千円(前年同期は中間純損失2,124千円)となりました。

 

(2)キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間のキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フロー15,755千円(前年同期は20,269千

円、対前中間期比22.3%減）、投資活動によるキャッシュ・フロー△12,525千円(前年同期は△7,624千円)、財務活

動によるキャッシュ・フローはありませんでした（前年同期もなし）。その結果、現金及び現金同等物の当中間期

末残高は、99,252千円(前年同期は88,555千円、対前中間期比12.1%増)となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間の営業活動の結果増加した資金は15,755千円（前年同期は20,269千円の増加）となりました。こ

れは減価償却費14,594千円及び棚卸資産の減少4,272千円等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間の投資活動の結果減少した資金は12,525千円（前年同期は7,624千円の減少）となりました。こ

れは定期預金の預入による支出10,000千円及び有形固定資産の取得による支出2,525千円による減少であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間の財務活動の結果、資金の増減はありません（前年同期もなし）。
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２ 生産、受注及び販売の実績

営業収入の実績

科目 金額（千円） 前年同期比（％）

料金収入 85,266 103.2

食堂・売店収入 39,557 108.6

会費収入 10,397 102.9

その他収入 5,811 86.7

合計 141,033 103.8

 

来場者の実績

区分 来場者数 前年同期比（％）

会員（人） 5,717 105.0

ビジター（人） 13,492 96.8

合計（人） 19,209 99.1

営業日数（日） 173 111.6

１日平均（人） 111.0 88.7
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３ 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

（1） 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当社の中間財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しております。

　会計基準につきましては、「第５[経理の状況]１中間財務諸表等（１）中間財務諸表「注記事項」（重要な

会計方針）」に記載のとおりであります。

　なお、前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

 (2)　当中間会計期間末の財政状態の分析

　当社の当中間会計期間末における自己資本比率は97.8%で、当中間会計期間末の総資産は、前事業年度末に

比べ10,960千円増加し、1,873,202千円（前事業年度比0.6%増）となっております。中間貸借対照表の主要項

目ごとの主な増減要因は次のとおりであります。

 

　　（流動資産）

　流動資産は、前事業年度末に比べ19,212千円増加し、211,356千円（前事業年度比10.0%増）となりました。

これは主に現金及び預金の増加13,230千円によるものであります。

　　（固定資産）

　固定資産は、前事業年度末に比べ8,252千円減少し、1,661,845千円(前事業年度比0.5%減）となりました。

これは主に、有形固定資産の取得による増加5,720千円に対し、減価償却による減少14,594千円によるもので

あります。

　　（負債）

　負債は、前事業年度末に比べ12,679千円増加し、40,612千円（前事業年度比45.4%増）となりました。これ

は主に、年会費の２分の１（前受金9,149千円）の計上と未払金の増加5,578千円によるものであります。

　　 (純資産）

　純資産は、前事業年度末に比べ1,718千円減少し、1,832,589千円（前事業年度比0.1%減）となりました。こ

れは、中間純損失が1,718千円計上されたことによるものであります。

 

 (3)　当中間会計期間の経営成績の分析

　当中間会計期間における経営成績の概況につきましては、「１経営成績等の状況の概要 (1) 財政状態及び

経営成績の状況」に記載のとおりであります。中間損益計算書の主要項目ごとの前中間会計期間との主な増減

要因は、次のとおりであります。

 

　　（売上高）

　入場者数は前中間会計期間に比べ179人減少し、19,209人（前年同期比0.9%減）で、売上高は、前中間会

計期間に比べ5,172千円増加し、141,033千円（前年同期比3.8%増）となりました。

　　（営業損失）

　前中間会計期間に比べ売上高は5,172千円増加となり、売上原価は2,837千円増加いたしました。その結

果、営業損失2,668千円（前年同期は営業損失4,962千円）となりました。

　　（経常損失及び中間純損失）

　営業損失が2,668千円発生し、経常損失1,853千円（前年同期は経常損失2,464千円）となり、中間純損失

1,718千円（前年同期は中間純損失2,124千円）となりました。

 

　　 (4)　当中間会計期間のキャッシュ・フローの状況の分析

　キャッシュ・フローの状況につきましては、「１経営成績等の状況の概要 (2) キャッシュ・フローの状

況」に記載のとおりであります。

 

 (5)　資本の財源及び資金の流動性

資金需要

　当社の事業活動における運転資金需要の主なものは、ゴルフ場業に関わるコース維持費、プレー費、食堂・

売店費と販売費及び一般管理費があります。また、設備資金需要としてはコース維持の諸設備投資とクラブハ

ウス維持の器具備品投資等があります。

財政政策

　当社の事業活動の維持拡大に必要な資金は、すべて内部資金の活用で賄っています。金融機関からの借入等

の有利子負債の発生を極力抑えることにより、財務体質の強化を図っています。
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４【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、新たに決定又は締結した経営上の重要な契約等はありません。

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

(1)重要な設備計画の完了

　 前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは次の通りです。

設備の内容 投資額(千円) 完了年月 完成後の増加能力

ボーリング工事 6,410 令和５年７月 -

 

(2)重要な設備の新設

　 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は、次の通りです。

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力

総額
(千円)

既支払額
(千円)

着手 完了

5人乗り電磁誘導

ゴルフカート　62台
79,980 - 未定 令和５年６月 令和６年２月

設備更新のため
能力の増加はなし

 

(3)重要な設備の除却等

　 該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,400

計 50,400

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（令和５年７月31日）

提出日現在発行数（株）
（令和５年10月25日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 44,440 44,440 （非上場）

当社は単元株制

度を採用してお

りません。

計 44,440 44,440 － －

　　（注）当社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を受ける必要があります。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数(株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額(千円)

資本準備金残
高（千円）

令和５年２月１日～

令和５年７月31日
－ 44,440 － 80,000 － 1,691,537

 

（５）【大株主の状況】

  令和５年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

尾道造船株式会社 神戸市中央区江戸町104番地 17,100 38.5

株式会社ナカタ・マックコー

ポレーション
広島県尾道市潮見町６番11号 2,249 5.1

長崎船舶装備株式会社 長崎県長崎市琴平町１番５号 990 2.2

あおみ建設株式会社 東京都千代田区外神田二丁目2番3号 300 0.7

丸善製薬株式会社 広島県尾道市向東町14703番地の10 169 0.4

日工株式会社 広島県尾道市東尾道９番１号 139 0.3

あさひエンジニアリング株式

会社
広島県尾道市山波町1008番地1 115 0.3

株式会社今井製作所 愛媛県越智郡上島町岩城246番地 105 0.2

山陽工業株式会社 広島県尾道市高須町904 93 0.2

株式会社田頭工作所 広島県尾道市因島中庄町4951-2　 92 0.2

計 － 21,352 48.0

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

令和５年７月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式44,440 44,440 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 44,440 － －

総株主の議決権 － 44,440 －

 

②【自己株式等】

令和５年７月31日現在
 

所有者の氏名又は

名称
所有者の住所

自己名義所有株式

数（株）

他人名義所有株式

数（株）

所有株式数の合計

（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

　    － 　    － － － － －

計 － － － － －
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２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日以降、当半期報告書の提出日までに役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）

に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（令和５年２月１日から令和５年７月

31日まで）の中間財務諸表について、公認会計士　新木武馬氏の中間監査を受けております。

３．中間連結財務諸表について

　当社では、子会社が存在しないため、中間連結財務諸表は作成していません。
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(令和５年１月31日)
当中間会計期間
(令和５年７月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 176,144 189,374

売掛金 2,520 12,361

棚卸資産 12,775 8,503

その他 703 1,117

流動資産合計 192,143 211,356

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※１,※２ 216,369 ※１,※２ 210,661

コース 941,144 941,144

土地 453,418 453,418

その他（純額） ※１,※２ 56,209 ※１,※２ 53,363

有形固定資産合計 1,667,141 1,658,588

無形固定資産 1,857 1,535

投資その他の資産 1,099 1,721

固定資産合計 1,670,097 1,661,845

資産合計 1,862,241 1,873,202

負債の部   

流動負債   

買掛金 12,377 8,493

未払法人税等 3,343 488

賞与引当金 2,180 4,336

その他 10,032 ※３ 27,294

流動負債合計 27,933 40,612

負債合計 27,933 40,612

純資産の部   

株主資本   

資本金 80,000 80,000

資本剰余金   

資本準備金 1,691,537 1,691,537

資本剰余金合計 1,691,537 1,691,537

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金 30,000 30,000

繰越利益剰余金 32,770 31,052

利益剰余金合計 62,770 61,052

株主資本合計 1,834,308 1,832,589

純資産合計 1,834,308 1,832,589

負債純資産合計 1,862,241 1,873,202
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②【中間損益計算書】

  (単位：千円)

 
前中間会計期間

(自　令和４年２月１日
　至　令和４年７月31日)

当中間会計期間
(自　令和５年２月１日
　至　令和５年７月31日)

売上高 135,860 141,033

売上原価 82,395 85,233

売上総利益 53,465 55,799

販売費及び一般管理費 58,428 58,468

営業損失（△） △4,962 △2,668

営業外収益 ※１ 2,498 ※１ 815

経常損失（△） △2,464 △1,853

税引前中間純損失（△） △2,464 △1,853

法人税、住民税及び事業税 488 488

法人税等調整額 △828 △622

法人税等 △339 △134

中間純損失（△） △2,124 △1,718
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自令和４年２月１日　至令和４年７月31日）

      (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 80,000 1,691,537 1,691,537 30,000 22,969 52,969 1,824,506

当中間期変動額        

中間純損失（△）     △2,124 △2,124 △2,124

当中間期変動額合計 - - - - △2,124 △2,124 △2,124

当中間期末残高 80,000 1,691,537 1,691,537 30,000 20,844 50,844 1,822,381

 

  

 純資産合計

当期首残高 1,824,506

当中間期変動額  

中間純損失（△） △2,124

当中間期変動額合計 △2,124

当中間期末残高 1,822,381
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当中間会計期間（自令和５年２月１日　至令和５年７月31日）

      (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 80,000 1,691,537 1,691,537 30,000 32,770 62,770 1,834,308

当中間期変動額        

中間純損失（△）     △1,718 △1,718 △1,718

当中間期変動額合計 - - - - △1,718 △1,718 △1,718

当中間期末残高 80,000 1,691,537 1,691,537 30,000 31,052 61,052 1,832,589

 

  

 純資産合計

当期首残高 1,834,308

当中間期変動額  

中間純損失（△） △1,718

当中間期変動額合計 △1,718

当中間期末残高 1,832,589
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前中間会計期間

(自　令和４年２月１日
　至　令和４年７月31日)

当中間会計期間
(自　令和５年２月１日
　至　令和５年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純損失（△） △2,464 △1,853

減価償却費 13,904 14,594

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,106 2,156

受取利息及び受取配当金 △0 △0

売上債権の増減額（△は増加） △9,293 △10,269

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,746 4,272

仕入債務の増減額（△は減少） 6,234 △3,883

その他 12,506 14,081

小計 21,246 19,098

利息及び配当金の受取額 0 0

法人税等の支払額 △977 △3,343

営業活動によるキャッシュ・フロー 20,269 15,755

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 - △10,000

有形固定資産の取得による支出 △7,624 △2,525

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,624 △12,525

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 12,645 3,230

現金及び現金同等物の期首残高 75,909 96,021

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 88,555 ※ 99,252
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１　資産の評価基準及び評価方法

　　棚卸資産

　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切り下げの方法）

２　固定資産の減価償却の方法

　(1)有形固定資産(リース資産を除く）

　　　　　①　平成19年３月31日以前に取得したものは旧定額法によっております。

　　　　　②　平成19年４月１日以降に取得したものは定額法によっております。

　　　　　　　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

　　　　　　　建物、構築物　　　　10年～50年

　　　　　　　機械、車両、備品　　５年～10年

　(2)無形固定資産(リース資産を除く)

　　　　　　定額法を採用しております。

　　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

　(3)リース資産

　           リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３　引当金の計上基準

　(1)貸倒引当金

　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率により、貸倒懸念等特定債権につ

　　　　　　いては個別に回収不能見込額を計上することとしておりますが、当中間会計期間前３事業年度で貸倒損

　　　　　　失が無く、貸倒懸念債権も見当らないので、計上額は０円です。

　(2)賞与引当金

　　　　　　従業員の賞与支給に充てるため、賞与支給見込額のうち当中間会計期間負担額を計上しております。

４　収益及び費用の計上基準

　　　　　　　当社はゴルフ場の経営及びこれに付帯する事業のみを行っております。

　(1)一時点で充足される履行業務

料金収入（グリーンフィ、ラウンドフィ）、食堂・売店収入、及びその他収入（名義書換手数料を除

く）については、来場日におけるサービス提供完了時点で顧客に対する請求権が発生することから、そ

の時点で収益を認識しております。

　　　　　　　会員権の名義書換手数料については、名義書換が完了した時点で収益を認識しております。

　(2)一定の期間にわたり充足される履行業務

　　　　　　　当社は事業年度の開始日付にて会員へ会員資格に基づく年会費を一括請求しております。年会費収入に

　　　　　　　ついては、一年間（２月１日から１月31日）にわたって履行業務が充足するものと判断し、履行業務の

　　　　　　　充足に係る進捗度（月単位）に基づき収益を認識しております。

５　中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　　　　　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

　　　　　　　クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

６　退職給付制度

　　　　　　　退職給付制度として、特定退職金共済契約（拠出後に追加的負担を生じない外部拠出型の退職金給付を

　　　　　　　内容とする契約）を締結して、従業員の退職金に備えています。

７　その他中間財務諸表作成のための重要な事項

　　　　　　　該当事項はありません。

 

 

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

（表示方法の変更）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

　　　　　前事業年度の財務諸表の（追加情報）に記載した、新型コロナウイルス感染症の影響に関する

　　　　会計上の見積りの仮定に重要な変更はありません。
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（中間貸借対照表関係）

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産

 
前事業年度

（令和５年１月31日）
当中間会計期間

（令和５年７月31日）

　 985,253千円 999,226千円

 

※２　圧縮記帳

国庫補助金等の受入れにより取得価額から控除している圧縮記帳額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（令和５年１月31日）
当中間会計期間

（令和５年７月31日）

建物 3,883千円 3,883千円

その他 4,127 4,127

 

※３　消費税等

　当中間会計期間中の受入合計額から支払合計額及び中間納付額を差引いた差額を未払消費税等として、

流動負債の「その他」に含めて表示しております。
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（中間損益計算書関係）

※１　営業外収益のうち主要なもの

 
前中間会計期間

（自　令和４年２月１日
至　令和４年７月31日）

当中間会計期間
（自　令和５年２月１日
至　令和５年７月31日）

受取利息

雑収入

0千円

2,497

0千円

815

 

　２　減価償却実施額

 
前中間会計期間

（自　令和４年２月１日
至　令和４年７月31日）

当中間会計期間
（自　令和５年２月１日
至　令和５年７月31日）

有形固定資産

無形固定資産

13,582千円

322

14,272千円

322

 

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自令和４年２月１日　至令和４年７月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 44,440 - - 44,440

合計 44,440 - - 44,440

自己株式     

普通株式 - - - -

合計 - - - -

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

(2）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの

　該当事項はありません。
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当中間会計期間（自令和５年２月１日　至令和５年７月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 44,440 - - 44,440

合計 44,440 - - 44,440

自己株式     

普通株式 - - - -

合計 - - - -

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

(2）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの

　該当事項はありません。

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間会計期間

（自　令和４年２月１日
至　令和４年７月31日）

当中間会計期間
（自　令和５年２月１日
至　令和５年７月31日）

現金及び預金勘定 168,667千円 189,374千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △80,112 △90,122

現金及び現金同等物 88,555 99,252
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（リース取引関係）

ファイナンス・リース取引

　該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

　１.金融商品の時価等に関する事項

　中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

　　　前事業年度（令和５年１月31日）

 
貸借対照表計上額

(千円)
　時価(千円) 　　差額(千円)

　(1)売掛金

　(2)未収入金　　　(＊)

2,520

527

2,520

527

-

-

資産計 3,047 3,047 -

　(1)買掛金

　(2)未払金　　　　(＊)

　(3)未払費用　　　(＊)

　(4)未払消費税等　(＊)

　(5)未払法人税等

　(6)預り金　　　　(＊)

　(7)仮受金　　　　(＊)

12,377

2,275

2,590

4,232

3,343

931

3

12,377

2,275

2,590

4,232

3,343

931

3

-

-

-

-

-

-

-

　負債計 25,753 25,753 -

(＊)　未収入金は、流動資産の「その他」に、未払金・未払費用・未払消費税等・預り金及び仮受金

は、流動負債の「その他」に含まれております。

 

　　当中間会計期間（令和５年７月31日）

 中間貸借対照表計上額（千円） 　時価（千円） 　差額（千円）

　(1)売掛金

　(2)未収入金　　　(＊)

12,361

956

12,361

956

-

-

資産計 13,317 13,317 -

　(1)買掛金

　(2)未払金　　　　(＊)

　(3)未払費用　　　(＊)

　(4)未払消費税等　(＊)

　(5)未払法人税等

　(6)預り金　　　　(＊)

　(7)仮受金　　　　(＊)

8,493

7,853

3,012

4,536

488

2,499

242

8,493

7,853

3,012

4,536

488

2,499

242

-

-

-

-

-

-

-

　負債計 27,127 27,127 -

　　　(＊)　未収入金は、流動資産の「その他」に、未払金・未払費用・未払消費税等・預り金及び仮受金

　　　は、流動負債の「その他」に含まれております。

（注１）　「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿

　　　　価額に近似するものであることから記載を省略しております。

 

 (注２）　市場価格のない金融商品は、上表には含まれておりません。当該金融商品の中間貸借対照表（貸

　　　　借対照表）計上額は以下のとおりであります。

（単位：千円）

区分
前事業年度

（令和５年１月31日）
当中間会計期間

（令和５年７月31日）

　出資金 5 5
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 (注３）　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する

　　　　ことにより、当該価額が変動することもあります。

 

　２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　　　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

　　ベルに分類しております。

　　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

　　　　　　　　　　時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

　　　　　　　　　　算定に係るインプットを用いて算定した時価

　　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ

れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま

す。

 

(1)時価で中間貸借対照表（貸借対照表）に計上している金融商品

　　　前事業年度（令和５年１月31日）

　　　　該当事項はありません。

 

　　　当中間会計期間（令和５年７月31日）

　　　　該当事項はありません。

 

(2)時価で中間貸借対照表（貸借対照表）に計上している金融商品以外の金融商品

　　　　　前事業年度（令和５年１月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

(1)売掛金

(2)未収入金

-

-

2,520

527

-

-

2,520

527

資産計 - 3,047 - 3,047

(1)買掛金 - 12,377 - 12,377

(2)未払金 - 2,275 - 2,275

(3)未払費用 - 2,590 - 2,590

(4)未払消費税等 - 4,232 - 4,232

(5)未払法人税等

(6)預り金

(7)仮受金

-

-

-

3,343

931

3

-

-

-

3,343

931

3

負債計 - 25,753 - 25,753
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　　　　　当中間会計期間（令和５年７月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

(1)売掛金

(2)未収入金

-

-

12,361

956

-

-

12,361

956

資産計 - 13,317 - 13,317

(1)買掛金 - 8,493 - 8,493

(2)未払金 - 7,853 - 7,853

(3)未払費用 - 3,012 - 3,012

(4)未払消費税等 - 4,536 - 4,536

(5)未払法人税等

(6)預り金

(7)仮受金

-

-

-

488

2,499

242

-

-

-

488

2,499

242

負債計 - 27,127 - 27,127

 

　（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

売掛金・未収入金

　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスク

を加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

 

買掛金・未払金・未払費用・未払消費税等・未払法人税等・預り金・仮受金

　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローと、返済期

日までの期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の

時価に分類しております。
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（有価証券関係）

　　　　　　該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

　　　　　　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

　　　　　　該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　　　　　 該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

　　　　　　該当事項はありません。

 

（賃貸等不動産関係）

　　　　　　該当事項はありません。

 

（収益認識関係）

　１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載の通りであり

ます。

 

　２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「注記事項（重要な会計方針）４　収

益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当中間会

計期間末において存在する顧客との契約から当中間会計期間の末日後に認識すると見込まれる収益の金額及び

時期に関する情報

 

　　契約負債の残高

 前事業年度（千円） 当中間会計期間（千円）

契約負債（期首残高） - -

契約負債（中間期末（期末）残高） - 9,149

 

　契約負債は、事業年度の開始日付にて会員へ会員資格に基づく年会費を一括請求した年会費収入の前受金

です。期首の契約負債残高は前事業年度に入金された当事業年度分の年会費の金額です。年会費収入は、一

年間（２月１日から１月31日）にわたって履行業務が充足するものと判断し、履行業務の充足に係る進捗度

（月単位）に基づき収益を認識し、前受金は収益の認識に伴い取り崩されます。従って、事業年度の開始日

付にて会員へ請求した年会費収入の半分が当中間会計期間において収益認識され、残りの半分は中間会計期

間末の契約負債残高となり、下半期の収益認識に伴い取り崩されます。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自令和４年２月１日　至令和４年７月31日）

当社は、ゴルフ事業及びこれに付帯する業務の単一セグメントであるため、記載しておりません。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自令和５年２月１日　至令和５年７月31日）

当社は、ゴルフ事業及びこれに付帯する業務の単一セグメントであるため、記載しておりません。

 

【関連情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自令和４年２月１日　至令和４年７月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

                                                                          　(単位：千円)

 料金収入 食堂等収入 会費収入 その他収入 　合計

　外部顧客への売上高 82,613 36,439 10,102 6,705 135,860

 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　中間損益計算書の売上高は、すべて本邦の外部顧客への売上高のため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　中間貸借対照表の有形固定資産は、すべて本邦に所在している有形固定資産のため、記載を省略して

おります。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の売上高の10％を占める相手先がいないため、記載を省略

しております。

 

 

Ⅱ　当中間会計期間（自令和５年２月１日　至令和５年７月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

                                                                          　(単位：千円)

 料金収入 食堂等収入 会費収入 その他収入 　合計

　外部顧客への売上高 85,266 39,557 10,397 5,811 141,033

 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　中間損益計算書の売上高は、すべて本邦の外部顧客への売上高のため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　中間貸借対照表の有形固定資産は、すべて本邦に所在している有形固定資産のため、記載を省略して

おります。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の売上高の10％を占める相手先がいないため、記載を省略

しております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間会計期間（自令和４年２月１日　至令和４年７月31日）

　該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自令和５年２月１日　至令和５年７月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間会計期間（自令和４年２月１日　至令和４年７月31日）

　該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自令和５年２月１日　至令和５年７月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間会計期間（自令和４年２月１日　至令和４年７月31日）

　該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自令和５年２月１日　至令和５年７月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前中間会計期間

（自　令和４年２月１日
至　令和４年７月31日）

当中間会計期間
（自　令和５年２月１日
至　令和５年７月31日）

１株当たり中間純損失金額（△） △47円82銭 △38円68銭

（算定上の基礎）   

中間純損失金額（△）（千円） △2,124 △1,718

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る中間純損失金額（△）（千円） △2,124 △1,718

普通株式の期中平均株式数（株） 44,440 44,440

　（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失金額であり、潜在株式が存在しな

　　　　いため記載しておりません。

 

 

 
前事業年度

（令和５年１月31日）
当中間会計期間

（令和５年７月31日）

１株当たり純資産額 41,276円07銭 41,237円39銭

（算定上の基礎）   

純資産の部の合計額（千円） 1,834,308 1,832,589

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） - -

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額

（千円）
1,834,308 1,832,589

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末

（期末）の普通株式の数（株）
44,440 44,440

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日より、半期報告書提出日までの間において、提出した書類は以下のとおりであります。

　 有価証券報告書　　　　　　事業年度　　　自　令和４年２月１日　　　　令和５年４月26日

　 及びその添付書類　　　　　(第50期）　　 至　令和５年１月31日　　　　中国財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 

 

  令和５年10月24日

備後観光開発株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 新木武馬公認会計士事務所

 広島県福山市

 

   公認会計士 新木　武馬

     

 

中間監査意見

　私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

備後観光開発株式会社の令和５年２月１日から令和６年１月31日までの第51期事業年度の中間会計期間（令和５年２月１

日から令和５年７月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動

計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

　私は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、備後

観光開発株式会社の令和５年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（令和５年２月１日から

令和５年７月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

中間監査意見の根拠

　私は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準にお

ける私の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。私は、我が国における職業倫理に関す

る規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。私は、中間監査

の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者並びに監査役の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者

の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集

計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

　する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の意見

　表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省

　略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的手

　続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・　中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

　の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連

する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する

　注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
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　き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

　付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の注記事

　項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表

　に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手した監査証

　拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

　ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎

　となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

　監査人は監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 

利害関係

　会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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